
 

マニュアル使用にあたり 

（１）全職員 1部必携とし，年に１回は研修会等で読みあわせを行う。 （２）関係者（ＰＴＡ会長等）にも配付する。 

（３）風水害・噴火等の災害については，このマニュアルに準じて対応する。 （４）火災については消防計画に拠る。 

１ 防災教育計画 

  ①防災教育全体計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

  ②年間指導計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２ 学校防災体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

３ 災害対応マニュアル 

①教職員在校時・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５  

②地震時の基本的対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

③学校外活動中・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

④登下校時・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８  

⑤教職員在校時外・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９  

⑥土砂災害・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０  

⑦授業再開に向けた対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

４ 資料（組織・配備） 

①学校災害対策本部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

②教職員非常配備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４  

③情報連絡体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５  

④非常時下校体制(引き渡しカード)・・・・・・・・・・・・・・・１７  

⑤原子力対策本部組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

⑥火山災害時の体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

⑦災害時の避難経路・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

⑧災害伝言ダイヤル・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

⑨村田高校備蓄品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

⑩村田町地域防災計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

⑪学校防災マニュアル(リーフレット)・・・・・・・・・・・・・・２７ 

⑫防災・気象警報発令時の登下校等の指針について・・・・・・・・２９ 

⑬防災避難訓練実施計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

⑭不審者侵入に対する安全管理対応マニュアル・・・・・・・・・・３１ 

⑮弾道ミサイル落下時の行動について・・・・・・・・・・・・・・３３ 

平成３０年度 災害対応マニュアル 
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宮城県村田高等学校 

１  防 災 教 育 計 画 

① 防災教育全体計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育目標 
知徳体の調和のとれた幅広い力量を備え， 

夢と志を持って社会や地域の発展に貢献で

きる生徒の育成を目指す。 

①主体的に考えて行動できる力を持ち，自ら

の夢や希望の実現を図れる生徒の育成。 

②歴史や文化および規範を尊重する心と責

任感や思いやりの心を持った生徒の育成。 

③健康な体を持ち，基本的な生活習慣を身に

つけた生徒の育成。 

生徒の実態 
大人しく素直であり，他人

の話をよく聴くが，主体性に

乏しい面も見られる。 

保護者・地域の願い 
礼儀正しくしっかりした

考えを持ち，小中学生の模範

となって地域行事にも積極

的に参加してほしい。 

教師の願い 
よく学び，よく活動し，規

律ある学校生活を送り，責任

ある行動がとれる人間にな

ってほしい 

日本国憲法 

教育関係法規 

教育基本法 

学校教育法 

学校保健安全法及びその他 

関連法 

教育委員会の方針目標等 

学習指導要領 

防災教育の目標（学校防災の重点） 

①自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜くため「主体的に行動する態度」を育成

する。 

②支援者となる視点から，安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める。 

各年次の防災教育目標 
１年次：身近な災害について理解し，防災への関心を高める。 

２年次：地域の防災への取り組みを理解し，地域にある高校生としての防災意識を高める。  

３年次：自分だけでなく他者の命を守るために必要な行動力・判断力を身に付け防災実践力を高める。 

防災教育推進の重点（視点）等と防災教育 

○教育活動全体を通じた防災教育の推進 

○災害発生時に活用できる生活能力の習得 

○避難訓練の実施 

○防災教育の指導方法・内容の工夫及び改善  

○危険箇所の確認 

○防災計画，防災マニュアル及び避難所支援マニュアルの作成  

○避難経路の点検  

○日常の災害に対する施設設備の安全点検 

○通学手段の点検・確認 

組織活動 

○教職員の役割の明確化  

○家庭や地域及び関係機関との連携 

○教職員の防災対応能力や応急処置能力の向上 

○心のケア対応能力の充実 

学級活動  

災害時の自分自身の安全確保，被害者の救出

，火災発生防止など二次災害を防ぐための必

要事項を取り上げ，理解する。 

生徒会活動 

生徒の創意を生かした自発的・自治的な活動

を推進する。 

学校行事 

地域の関係機関と連携した行事の実施等に

より，進んで防災対応能力を身につけようと

する態度を育てる。 

各教科 

・自然災害の現状と対策 

・災害メカニズムの知識 

・地域の地理的特性 

・防災体制等の理解 

・防災意識の高揚 

・ボランティアの理解 

・応急処置（応急手当） 

道徳 

・規範意識と自律心を持ち社会に貢献しようと

努力する生徒の育成 

・人間尊重の精神，生命に対する畏敬の念を持

つ生徒の育成 

・義務を果たし，責任を重んじる生徒の育成 
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②年間指導計画 

 月 

 

 安全管理  組織活動     安全教育（安全学習・安全指導） 

   関 連 行 事   年 次 ・ 教 科   特別活動 その他 

  

４ 

 

 

５ 

 

  

６ 

 

  

７ 

  

 

８ 

 

 ９ 

 

１０ 

 

１１ 

 

１２ 

  

１ 

  

２ 

 

  

３ 

 

 

 

春の交通安全運動 

朝の立番指導 

 

衛生委員会 

備蓄品（飲水等）の購入 

 

春季防災避難訓練 

救命救急(AED)講習会 

 

学校環境安全点検 

 

 

消防用設備等点検（機器点検） 

 

衛生委員会 

 

バイク安全運転講習会 

 

秋季防災避難訓練（消火訓練） 

 

緊急地震速報時対応訓練 

 

 

 

消防用設備等点検（総合点検） 

学校保健委員会 

 

今年度の活動評価と次年度の 

計画立案 

 

体育施設・用具の安全な使い方

（保健体育科） 

  

実験器具の安全な扱い方 

（理科） 

  

食の安全について（家庭） 

水泳の安全指導（保健体育科） 

 

 

 

工芸授業における安全につい 

て（芸術科） 

 

 

工業実習における安全について

（工業科） 

 

 

 応急手当の意義とその 

 基本について（保健体育科） 

 

 情報のセキュリティに 

 ついて（情報科） 

 

  

自転車・バイク通学指導 

 

  

部活動の安全指導 

 

 

高校総体 

  

 

体育大会 

 

夏休みの生活と安全 

部活動合宿 

 

 

交通安全人垣運動 

文化祭（食品衛生・安全指導） 

  

火災予防運動（暖房器具の取扱

い）， 冬休みの生活と安全 

  

 

 

 

 

 

春休みの生活と安全 
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日常の安全教育及び安全管理を推進し，また，地震や火山の噴火等の不測の事態が発生した場合

においても速やかに生徒の安全確保を図るため，次の事項について定めておくものとする。 

 

 

  委員長   副委員長            

〔校長〕  〔教頭・事務室長〕       ①マニュアル作成  

                     ②施設・設備の点検・整備 

③避難方法 

       ④組織の整備 

       ⑤防災教育  

                防災教育    ⑥組織活動  

                        

 

  

 

         

 

         

 

         

 

 

 

 

         

 

    

 

     

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２ 学 校 防 災 体 制 の 整 備 

学校防災対策委員会の設置 ○学校の防災体制全体の統括 

○石油倉庫や薬品保管庫等の危険物保管所はじめ校内及 

 び校地内の施設・設備全般についての点検 

 （定期・臨時・日常の点検） 

＊消防法第 8 条第 1 項及び同法施行令第 4 条第 2 項に基 

づく点検 

＊学校保健安全法施行規則第 28 条・29 条に基づく点  

検・整備 

＊学校建築物等保全点検(6月,12月)にて非構造部材につい

ても点検する。 

  
○保管場所の把握 

○災害用資機材等の保管状況の確認 

○重要書類等の適切な保管 

 公印，沿革史，卒業証書台帳，指導要録，人事関係書類等 

○災害状況別（在校時，登下校時等）に具体的な避難方法及び

第一次避難場所，第二次避難場所を設定し，状況について

確認 

○生徒，保護者，教職員の共通認識 

学校防災委員会 

①

マ

ニ

ュ

ア

ル

作

成 

災害対応マニュアル 

授業再開に向けた対応 

○生徒の状況把握 

○校舎など施設・設備の復旧 

○県教委との連絡・協議・調整 

○登校日の設定など学校再開までの日程調整   など   

学校施設の安全点検・整備 

防災上必要な用品等

の点検・整備 

防 災 管 理 

 

避難経路・避難場所の設

定及び確認 

○状況別の具体的対応策 

○生徒の安否確認 

○非常時下校体制の整備と周知（学校待機・引渡し等） 

○関係機関への連絡体制の整備         など 

 
○学校としての支援体制 

○ＰＴＡや地域関係団体との連携 避難所開設・運営の支援 

③ 

避

難

方

法 

防災管理 

②

施

設

設

備

の

点

検

・

整

備 
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※県 

○災害安全に関する校内研修の実施 

○地震対応マニュアルの読み合わせ 

○地域防災訓練や防災に関する研修会への参加 

○「心のケア」に関する研修 

⑤

防

災

教

育 

防災教育の推進 

研修の実施 

○各種の機会を通じて，避難所開設・支援や学校防災計 

 画の内容や災害発生時の生徒の安全確保，学校の 

対応などの周知 

○ＰＴＡと災害時の協力体制，緊急連絡方法等の協議 

○近隣校，地域団体との連携 

○地域の防災訓練や避難所開設訓練への協力 

○村田町で震度６弱以上の場合の非常時下校体制について， 

保護者に周知 

家庭・ＰＴＡ・地域との

連携 

⑥ 

組

織

活

動 

 

 

防 災 教 育 

 

○災害情報の収集方法 

○学校内における情報の管理・連絡体制の整備 

○災害時に連絡すべき機関のリストアップなど，情報連絡体制 

の整備 

○電話等の通信手段が断たれたときの生徒・保護者への連絡の

方法 

○生徒の安否確認の方法 

学校災害対策本部 

教職員の非常配備計画

ｋう 
情報・連絡体制の整備 

④

組

織

の

整

備 

組 織 活 動 
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３ 災 害 対 応 マ ニ ュ ア ル 
 

 

           ○的確な安全確保を指示する。(頭部を保護し，落ちてこない，倒れてこない，移動

してこない場所で身を寄せるなど） 

○特に配慮を要する生徒等の安全確保には教職員が連携して当たる。 

○火災など二次被害の防止に努める。 

○負傷者の有無の確認を行い，手当の必要な場合は応急手当を行う。 

 

○校舎内外の判断を含め，避難経路の安全確認を行う。 

○全校に避難指示を行う。停電時はメガホン等で行う。 

○１次避難場所は原則として校庭だが，液状化や流動化による地割れ等が生じてい

る場合や暴風雨の場合には，より安全な避難場所に誘導する。(校舎や体育館等) 

 

○的確な行動を指示する（頭部の保護，押さない，走らない，しゃべらないなど） 

○配慮が必要な生徒等や負傷者等を介助して避難させる。 

○生徒名簿(出席簿等)を携帯する。 

 

○人員の確認を行う。 

○負傷者の確認と応急手当を行う。 

○生徒等の不安を軽減し安全確保に当たる。 

○ラジオ，ワンセグ等から最新の情報収集を行うとともに２次避難の必要の有無を判

断する。 

○噴火警報が発表されている場合は，区域外へ２次避難させる。 

 

○本部長の判断により，学校災害対策本部を設置し，以下の対応を行う。 

◇村田町の地域で震度５弱以上のときは，非常時下校体制とする。 

・事前の申し合わせに従い,学校待機･引渡し･下校のいずれかとする。 

◇外部との対応（保護者，親類，知人，マスコミからの照会，近隣施設等） 

◇生徒・教職員や施設・設備等の被害状況を確認し，高校教育課に報告する。 

 状況に応じた臨時休校措置等。停電等の場合は防災行政用無線を利用して報告

する。必要に応じて支援要請を行う。 

◇状況に応じて，主な通学路等の被害状況を把握する。 

◇引き続き災害情報の収集に努める。 

◇災害の状況，今後の対応について保護者に知らせる。 

・電話，一斉メ－ル配信，学校ホ－ムペ－ジ等で連絡する。 

  ・通信が途絶された場合は，予め決めておいた方法で連絡する。 

◇欠席生徒等の安否を確認する。 

◇避難所が開設される場合には，避難所開設・運営の支援マニュアルに基づく活

動を行う。 

 

① 教職員在校時 

 

 

避
難
誘
導 

  
 
 

情

報

収

集 

安

否

確

認 

安
全
確
保 

避
難
の
指
示 

  
 

 
学
校
災
害
対
策
本
部
設
置 
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① 授業中（基本的な安全確保の形態） 

     

② 教職員と生徒等が離れている場合（始業前，休み時間，放課後等） 

 

場  所 生徒等の行動 教職員の対応 

 

 

校舎内 

・揺れている間は，頭部を保護し，落ちて

こない，倒れてこない，移動してこない

場所を見つけ，身を寄せて待機する。 

・落下物や倒壊物に気をつける。 

・揺れが収まったら，教員の指示に従い，

より安全な避難場所に避難する。 

・周囲の安全を確認する。 

・全校指示（揺れが収まるまで，落ちて

こない，倒れてこない，移動してこな

い場所を見つけて身を寄せるように） 

 

・教職員は分散して，生徒等の安全確保，

指示誘導 

 

・校舎外にいる生徒等の人員確認，負傷

者の応急手当 
 

 

校舎外 

・建物，ブロック塀，窓ガラス等の近くか

ら離れる。 

・揺れが収まるまで，頭部を保護し広い場

所の中央で待機する。 

 

・ 教員による安全確保の的確な指示 

（頭部を保護し，落ちてこない，倒れてこない，移動してこない場所に身を寄せる） 

・火気使用中であれば消火する。 

・避難経路の確認，避難の指示は職員室で待機中の教職員が行う。 

・揺れが収まったら，教員の指示に従い，より安全な避難場所に避難する。 

・生徒等の人員等状況確認や周囲の安全確認 

・余震や二次災害に備え，生徒等を落ち着かせる。 

・負傷者の応急手当 

場  所 教 職 員 の 対 応 

普通教室 ・机の下にもぐらせ，机の脚を両手でしっかり持つように指示 

・火気使用中であれば，消火の指示 

特別教室 ・実験中であれば，危険回避の指示 

 

体育館 

・落ちてこない，倒れてこない，移動してこない中央等に集合させ，体を低くするよ

うに指示（建物の構造や体育用具の位置によっては，柱や壁に身を寄せる方が良い

場合もある。落下物に注意する。） 

校庭 ・建物から離れ，中央に集合させ，体を低くするよう指示 

 

プ－ル 

・すみやかにプ－ルの縁に移動させ，縁をつかむよう指示 

・揺れが収まれば，すばやくプ－ルから出るように指示 

・避難準備（サンダル・靴を履き，衣服やバスタオルで身を守る） 

② 地震時の基本的な対応 
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（１）現地で災害が発生した場合 

           ○学校外活動を行う際の事前確認を以下の点に留意して行う。 

・見学施設，宿泊施設等の施設管理者との打ち合わせにより，災害時の対応につい

て確認する。（避難経路，避難場所等） 

・現地の救急医療機関，避難場所，公的機関（県庁・町村役場，教育委員会，病院

等）の住所，電話番号等を把握する。 

○事前指導を以下の点に留意して行う。 

・緊急時の避難方法・場所，連絡方法を確認する。 

・グル－プ行動中の緊急時の対応方法を決めておく。 

 

 

 

○教職員は,的確な避難行動を指示する。 

・落ちてこない，倒れてこない，移動してこない場所に避難させる。 

・ビル街では落下物やガラス等の飛散から身を守らせる。 

・電車，バス等に乗車中は，係員の指示により行動させる。 

・山間部で活動しているときには，地すべりが起きそうな崖，落石が起こりそうな

場所から素早く離れさせる。 

・生徒等の不安軽減を図る。 

○避難場所，救護施設がない場合，地元の人や機関等から情報を入手し，的確に対応

する。（安全な場所への速やかな避難） 

○海岸近くで活動しているときは，高台やビルの屋上等に避難する。 

特に，強い揺れや長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時は津波警報などの発表を

待たずにすばやく避難する。 

○施設管理者等の指示により行動する。 

○人員を確認する。グル－プ行動中であれば，予め決めておいた連絡方法で安否確認 

を行う。 

○通信が途絶された場合は，予め決めておいた避難場所等を巡回確認する。 

 

○学校へ状況の報告を行う。 

○学校から高校教育課へ連絡する。 

○学校から保護者へ連絡する。 

○必要な場合は，現地公的機関へ救援を要請する。 

 

 

 

 

○災害の規模，被害状況等の情報を収集する。   

○現地公的機関や関係機関（旅行業者等）と対応を協議する。 

○可能な方法で学校へ連絡し，指示を受け対応する。 

○生徒の不安軽減を図る。（状況説明，今後の対応等） 

○学校から旅行の予定変更等について高校教育課へ連絡する。 

○学校から保護者へ予め決めておいた方法で連絡する。 

 

安

全

確

保 

安
否
確
認

 

  
 
 

 
安

否

確

認 

  
 

 

事

前

の

計

画 

（２）修学旅行中などに村田で災害が発生した場合 

近
く
の
避
難 

 

場
所
へ
避
難 

事
後
の 

 

対
応
措
置 

事
後
の
対
応
措
置 

災 害 発 生 

 

 

③ 学校外活動中 
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生徒等の行動 教職員の対応 

○教職員在校時に準ずる。 

○校内にいる     

生徒等の安

全確認 

 

○主な通学路

上，避難場 

所の生徒等

の安否確認 

 

○保護者，地

域と連携し     

生徒等の安

否確認 

通
学
路
巡
視 ○揺れが収まったら，状況に

応じて公園，学校等のより

安全な避難場所，あるいは

自宅に避難する。 

○家族が家にいないときに

は，家に帰らない。近くの

避難所か学校へ行く。 

○沿岸部の地域で津波警報

が発表されているときに

は，近くの津波避難場所

（高台・ビルの屋上等）に

避難する。 

 

 生徒等の保護 

避
難
場
所
巡
視 

校
内
巡
視 

安全確保のため

の活動開始 

◇ 状況に応じた対応（生徒等の安全確保のための学校・保護者・地域との連携）ができる

ように事前の共通理解を図る。 

○頭部を保護し，落ちてこな

い,倒れてこない,移動して

こない場所に身を寄せる。 

○車道に出ない。 

○通学路が山間部にある場

合には，崖くずれ・落石の

危険を回避するために，崖

から素早く離れる。 

避難後の対応決定 

安否確認に当た

っては単独行動

を避け，二次被

害防止に努め

る。 

近

隣

の

避

難

場

所

へ

避

難

 

 
 

 

生

徒

の

保

護

・

安

否

確

認 

  
 
 

○ 安 否 確 認 で き な い     

生徒については，電話や

家庭訪問等で確認する。 

 

災

害

本

部

設

置 

  
 
 

安

全

確

保 

安

全

確

保 

災 害 発 生 

 

 

④ 登下校時 
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○テレビ，ラジオ，インタ－ネット，防災行政無線等による，震源地，震度，津波等 

に関する情報等の入手方法について理解させる。 

 ○落下物，転倒物から身を守る方法を理解させる。 

      ○建物の耐震性，家具の固定等について確認させる。 

 ○家庭内での役割分担，避難する場所と避難経路・時間について確認させる。 

      ○必要な防災用品，非常食の準備について考えさせる。 

○家族内の連絡方法，手段を確認させる。 

 

 

 

○教職員の動員体制と緊急連絡網を事前に整備しておく。 

○動員体制に則り参集する【０号配備】【１号配備】【２号配備】【３号配備】 

     ○動員が発令された場合には，該当教職員は家族等の安全を確保した後，直ちに学校に

参集する。 

＜教職員＞○教職員の安否を確認する。 ○生徒の安否を確認する。（電話連絡，メ－ 

ル等）○クラス毎に人数と安否を確認し，本部に報告する。 

（担任）→（年次主任）→（教頭）→（校長） 

 ＜生徒＞ ○必要に応じて，学校に連絡する。（学校で安否確認ができなかった，怪我 

をした等） 

     ○指定職員（警備点検班）は，施設，通学路等の被害状況を確認し，本部に報告する。 

○危険箇所があった場合は，立入禁止措置を行う。（貼り紙，ロ－プ） 

○指定職員（救護担当）は，危険箇所の応急処置を行う。○ラジオ，ワンセグ等で常に 

最新の情報収集を行う。 

○施設・設備等の被害状況を確認する。 

     ○高校教育課に報告する。停電等で FAX 送信ができない場合は防災行政用無線を利用

して報告する。 

     ＜本部長(校長)＞  

      ○必要に応じて，生徒全員の安否確認を指示する。 

 ○対応措置について，県教育委員会に連絡（相談）する。＊電話，メ－ルが使用でき 

ない場合を想定し，事前に文書等で，災害発生時の対応について取り決めておく。 

○生徒・教職員や施設・設備等に被害があった場合，及び避難所が開設される場合は，

原則として校長室・職員室に学校災害対策本部を設置し，組織的な災害対応にあたる。 

○電話，一斉メ－ル配信，学校ホ－ムペ－ジ等の通信手段により安否確認をする。 

○通信手段が途絶されている場合は，学校と保護者が事前に定めておいた連絡方法(家

庭訪問，決められた場所への掲示等)で安否確認を行う。 

○通学路及び地域の被害状況，危険箇所等を確認する。 

     ○今後の対応について，電話，メ－ル配信，学校ホ－ムペ－ジ等の通信手段により保護

者に連絡する。 

     ○通信手段が途絶されている場合は，学校と保護者が事前に定めておいた連絡方法、場 

      所へ掲示等)で連絡する。 

配備解除については，ホ－ムペ－ジまたは緊急連絡用メ－ルシステムで確認する。 

 

 

事
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指
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  ⑤ 教職員在校時外（休日夜間） 
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① 土砂災害の種類 

土砂災害には、がけ崩れ(急傾斜地の崩壊)、土石流、地すべりの 3種類があり、これらは、大雨

などが引き金となり土砂が大量に移動することによって生じる災害のことです。一旦発生すると人

命に関わる危険性が高く、毎年各地で大きな被害をもたらしています。 

災害の特性 

○突発的に大きな破壊力を持って発生する。 

○発生場所や時刻、被害規模を正確に予測することが困難。 

○地質、崩壊のしやすさ、地下水位などの条件が場所ごとに異なる。 

○地形や地質の条件によって想定される災害が異なる。 

○複合的に発生する場合がある。 

■がけ崩

れ(急傾斜

地の崩壊) 

・がけ崩れは、地すべりとは異なり、急ながけが一瞬で崩れる現象です。降雨以外に、

融雪および地震が原因となって発生することもあります。 

・がけ崩れは一瞬で起こるため、現象が発生してから逃げることは難しく、人命が失わ

れる可能性が高いといえます。 

■土石流 ・土石流は、大きな岩や木を巻き込み土砂と一緒に自動車と同じくらいのスピード(時

速 40～60km)で流れ下ってくるため、簡単に家屋を破壊し、人の命を奪う恐ろしい現象

です。土石流は川に沿って下ってくるだけではなく、ときには川が曲がっているところ

でも直進し、多少の高台は乗り越えて、流れ下る性質があります。土石流から逃げるた

めには、流れる方向に対して直角に逃げるようにする。 

■地すべ

り 

・地すべりは、比較的緩い傾きの斜面が広範囲にすべる現象をいいます。大雨や地震時

には突然一気に数ｍも動くこともあります。被害は広範囲にわたり家や田畑、道路など

が、一度に大きな被害を受けてしまいます。また、地すべり地の下に川がある場合は、

川をせき止めて洪水や土石流を引き起こすことがあります。 

② 砂災害のおそれのある区域（土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域） 

宮城県では、基礎調査を実施し、その結果によって土砂災害のおそれのある区域に対して『土砂

災害警戒区域』を指定しています。 

土砂災害警戒区域(イエローゾーン) 

○「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき実施された調査に

よって明らかになった区域で、主に地形条件によって決定されます。 

○土砂災害警戒区域内の通常の建築物については、この法律で想定する範囲内の土砂等の外力が作用

しても損壊するおそれはないが、土石等が到達する可能性があるため、ガラス戸や窓からの土石の流

入により、屋内にいる住民や屋外にいる人が被害を受けることが想定されます。 

○この法律で定めている外力については通常想定される土石等によるものであり､想定を超える災害

が発生することも考えられます。 

■がけ崩

れ(急傾斜

地の崩壊) 

・急傾斜地の上端から水平距離が 10m 以内の区域 

・急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの 2 倍(50m を超える場合は 50m 以内の区域) 

■土石流 ・土石流の発生のおそれのある渓流において、扇頂部から下流で勾配が 2 度以上の区域 

■地すべ

り 

・地すべり区域(地すべりしている区域または地すべりするおそれのある区域) 

・地すべり区域下端から、地すべり地塊の長さに相当する距離(250m を超える場合は

250m)の範囲内の区域 

 

 ⑥ 土砂災害 
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※校地内要警戒区域 

 

（１）現地で災害が発生した場合 

           ○学校外活動を行う際の事前確認を以下の点に留意して行う。 

気象情報は、火災体制の配備の目安、避難の判断等に関してとても重要な情報です。 

土砂災害に関連する気象情報にはどのような情報があり、その情報がいつの時点で発 

表されるかを把握しておく。 

 

 

 

 

大雨注意報 大雨注意報は、大雨により災害の起こるおそれがある旨を警告して発表

されます。 

大雨警報  大雨警報は、大雨により重大な災害の起こるおそれがある旨を警告して

発表されます。 

特別警報 「ただちに命を守る行動をとってください。」情報に注意する。 

○教職員は,的確な避難行動を指示する。 

・崩れない場所に避難させる。 

・落下物やガラス等の飛散から身を守らせる。 

・電車，バス等に乗車中は，係員の指示により行動させる。 

・山間部で活動しているときには，地すべりが起きそうな崖，落石が起こりそうな

場所から素早く離れさせる。 

・生徒等の不安軽減を図る。 

○避難場所，救護施設がない場合，地元の人や機関等から情報を入手し，的確に対応

する。（安全な場所への速やかな避難） 

○強い揺れや長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時は地すべりなどの発表を待た

ずにすばやく避難する。 

○施設管理者等の指示により行動する。 

○学校へ状況の報告を行う。 

○学校から高校教育課へ連絡する。 

○学校から保護者へ連絡する。 

○必要な場合は，現地公的機関へ救援を要請する。 

安
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保 
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再  開 

災害状況調査 

災 害 発 生 

生徒等に関する対応 

・校舎，ライフライン，通学路
の被災状況調査・報告 

・避難所としての状況（校舎・
体育館の使用状況）報告 

・教職員・家族の被災状況調査，
安否確認 

 

・生徒・保護者の被災状況
調査，安否確認 

・生徒等の動向把握（避難
先等の把握） 

・生徒等の心理面への影響
確認 

・当面の予定を保護者へ連
絡 

・専門家チ－ムによる心の
ケアの初期対応 

・生徒のより具体的な被害
状況の確認・報告（教科
書，学用品等） 

・避難移動した生徒等の就
学手続きに関する臨時的
措置 

・校舎施設・設備の復旧，仮
設校舎の建設 

・教職員の配置（担任，臨時
時間割編成） 

・教職員不足の場合の対応 

・避難所としての運営状況報告 
・校舎等の安全点検，危険度判
定調査 

・校舎等被害に対する応急処置 
・教室確保（他施設の借用，仮
設校舎の建設） 

・ライフラインの復旧 

県教育委員会との協議・

調整（授業再開準備） 

 

授業再開に向けての 

学校の取組 

・教室や特別教室の復元 
・危険箇所の応急処置 
・通学路の安全確認 
 

県教育委員会との協議・

調整（授業再開日の決定） 

・授業形態や時間割の工夫 
・学校行事の日程調整 
・学用品，支援物資等の受
け入れ 

・教科書等の確保 
・授業再開日時の保護者へ
の連絡 

・被災生徒等への学力補充 
・継続的な「心のケア」の
実施など 

校舎・教職員等に関する対応 

 

 ⑦ 授業再開に向けた対応 
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生徒・教職員や施設・設備等に被害があった場合，及び区災害対策本部から避難所開設要請があった

場合，原則として校長室・職員室に学校災害対策本部を設置し，学校としての組織的な対応にあたる。 

＊消防防災計画で定める自衛消防組織との整合性を踏まえた組織を編成する。 

１)消防防災組織 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

                                  

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

【防災主任】 【事務室長】 【進路指導部長】 【保健厚生部長】 【生徒指導部長】 【教務部部長】 【図書部長】 

佐々木伸 佐藤義郎 齋藤  寧 針生周子 渡邉一朗 小原典康 安齊規男 

【各部長】 【事務部】 【各年次主任】 【養護教諭】 【生徒指導部】 【教務部】 【図書部】 

【各年次主任】 【情報部】 【進路指導部】 【保健厚生部】  【事務部】 【総務部・事務部】 

４  資 料 

総
務
班 

通
報
連
絡
班 

・
校
長
の
指
示
を
受
け
て
避
難
指
示
，
誘
導
の
放
送
や
必
要 

な
場
合
の
査
察
指
示
を
行
う
。 

・
本
部
で
の
協
議
事
項
を
確
実
に
各
分
掌･

年
次
の
教
職
員
に
伝
え
， 

具
体
的
対
応
を
掌
握
す
る
。 

・
校
内
の
通
信
網
を
確
保
し
，
緊
急
連
絡
網
を
用
い
た
連
絡
調
整
を 

行
う
。 

・
関
係
機
関･

報
道
機
関･

地
域
と
の
連
絡
や
情
報
収
集
に
あ
た
る
。 

学校災害対策本部 
校長（本部長） 

・状況を判断し，校内の生徒や職員の避難を指示する。 

・避難所開設等の際の総括的な指示を行う。 

 

避
難
誘
導
班 

救
護
担
当
班 

搬
出
班 

警
備
点
検
班 

教頭・事務室長（副本部長） 

防災主任・主幹教諭（統括） 

 

･避難状況や被害についての情

報を集約する。 

･本部での打合せを進行する。 

･必要に応じて警察･消防等への

通報を行う。 

･教育委員会等との連絡･調整の

窓口となる。 

･報道機関等の外部への対応を

行う。 

消
火
班 

・
火
災
発
生
場
所
を
確
認
し
，
状
況
を
報
告
す
る
。 

・
小
規
模
な
火
災
の
消
火
を
行
う 

① 学校災害対策本部 

 

 

・
指
定
さ
れ
た
避
難
経
路
や
安
全
な
経
路
に
よ
り
，
生
徒
等
を
避
難 

さ
せ
る
。 

・
避
難
集
合
場
所
で
ク
ラ
ス
毎
に
整
列･

点
呼
を
行
う
。 

・
実
施
可
能
な
場
所
を
判
断
し
，
直
ち
に
必
要
な
救
護
に
あ
た
る
。 

・
負
傷
者
の
応
急
手
当
を
行
い
，
状
況
を
記
録
す
る
。 

・
重
要
書
類
等
の
搬
出
・
保
管
を
行
う
。 

・
施
設･

設
備
，
通
学
路
等
の
被
害
状
況
を
把
握
す
る
。 

(

維
持
管
理･

開
閉
栓
等) 

・
本
部
の
指
示
で
，
立
入
禁
止
措
置
等
の
危
険
回
避
対
応
を
行
う
。 
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警戒配備 

(０号配備) 
 

配備発令基準 
 
 

１大雨，洪水，高潮等の注意報または警報が発表され，教育長が必要と認めたとき。 
２宮城県に津波注意報，「津波注意」が発表されたとき。 

(津波に対する特別警戒配備編成計画を作成した所属所に限る) 
３村田町で震度４以上の地震が観測されたとき。 
４蔵王山，鳴子，栗駒山に噴火警報(火口周辺)，(警戒事項：火口周辺危険)または(警戒事項：入山危険)が 
発表され，教育長が必要と認めたとき。 

５その他特に教育長が必要と認めたとき。 

本 部 設 置      ●本部設置なし(情報収集，連絡活動) 

本部長(校長) 防災主任･防災担当者 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 

･配備につく。 
･情報収集を指示。 
(気象情報，警報等) 

 
 
 

･必要に応じて対応 
 
 
 
 
 

･配備につく。 
･情報の収集。 
･本部長(校長)との連
携 
･被害状況の把握 
･関係機関との連絡 

･必要に応じて対応 ･情報を確認する。 
･生徒の安全確保 
･通常の活動を行う 

･必要に応じて対応 
 

 

 

＊０号配備は,地震及び被害の発生状況等に鑑み，当分の間自宅待機(常時連絡のとれる体制)とする。 

 
特別警戒配備 
(１号配備) 

 
配備発令基準 

 
 
 

１宮城県に津波警報が発表されたとき。(津波に対する特別警戒配備編成計画を作成した所属所に限る) 
２村田町で震度４以上の地震が観測され，被害が発生したとき。 
３台風による被害が予想され，教育長が必要と認めたとき。 
４大雨，洪水等の警報が発表され，広範囲にわたる災害の発生が予想されるとき又は，被害が発生したとき 
で，教育長が必要と認めたとき。 

５大雨，暴風，高潮，波浪，暴風雪，大雪特別警報が発表されたとき。 
６蔵王山，鳴子，栗駒山に特別警報，噴火警報，(警戒事項：厳重警戒)が発表されたとき。 
７その他特に教育長が必要と認めたとき。 

本 部 設 置      ●警戒本部設置(安全確保，避難誘導，情報収集，連絡活動，応急対策) 
本部長(校長) 防災主任･防災担当者 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 
･直ちに配備につく。 
･生徒の安全確認，施
設破損状況を確認
させる。 
･各種情報を確認し，
待機，避難を迅速に
判断する。 
･気象情報等を確認
し，下校を含めた安
全対策を検討する。 
･教委への報告 

･直ちに学校での配
備につく。 
･災害の情報，状況
を確認し，必要に
応じた対応を指示
する。(生徒の安全
確認，施設の破損
状況の確認，登校
の判断等) 
･教委への報告 

･直ちに配備につく。 
･待機，避難を指示す
る。(放送等) 
･情報を収集する。(
気象情報，警報) 
･本部会議で確認し
た内容を教職員に周
知徹底する。 
･被害状況の把握 
･関係機関との連絡 
 

･直ちに学校での配
備につく。 
･情報収集する。(
気象情報，警報) 
･本部会議で確認し
た内容を教職員に
周知徹底する。 
 
 
 

･あらかじめ定めら
れた教職員は配備
につく。 
･配備職員以外は，
業務の補助。 
･被害状況の把握。 
 
 
 

･あらかじめ定めら
れた教職員は学校
での配備につく。 
･配備職員以外は，
自宅等で本部(学校
)の連絡を待つ。 
 
 
 
 

 
特別警戒配備 
(２号配備) 
配備発令基準 

１宮城県に大津波警報(特別警報)が発表されたとき。 
２村田町で震度５弱以上の地震が観測されたとき 
３その他特に教育長が必要と認めたとき。 

本 部 設 置      ●警戒本部設置(安全確保，避難誘導，情報収集，連絡活動，応急対策) 
本部長(校長) 防災主任･防災担当者 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 
･直ちに配備につく。 
･各種情報を確認し，

迅速に避難誘導さ

せる。 
･気象，交通情報等を

確認し，下校を含め

た安全対策を検討

する。(授業打ち切

り，部活動中止等) 
･避難者の対応につ

いて 
･教委への報告 

･直ちに学校での配

備につく。 
･災害の情報，状況

を確認し，必要に

応じた対応を指示

する。(生徒の安否

確認，施設の破損

状況の確認，登校

の判断等) 
･教委への報告 

･直ちに配備につく。 
･避難指示する。(放送

等) 
･情報収集する。(気象

情報，警報)と教職員

への周知徹底 
･全職員の業務を適

確に指示し，迅速に

対応できるようにす

る。 

･被害状況の把握 
･関係機関との連絡 

･直ちに学校での配

備につく。 
･本部長から指示を

受けた内容を全教

職員に周知する。(

生徒の安否確認，

登校判断) 
･避難してきた地域

の方への対応。 
 
 

･あらかじめ定めら

れた教職員は配備

につく。 
･防災主任からの指

示を受け，担当業

務に当たる。 
 
 
 
 
 

･あらかじめ定めら

れた教職員は学校

での配備につく。 
･校長が必要と認め

た場合は，全教職

員が配備につく。 
･防災主任からの指

示を受け，担当業

務に当たる。 
 
 

② 教職員非常配備 
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非常配備 

(３号配備) 
配備発令基準 

 

１村田町で震度６弱以上の地震が観測されたとき 
○災害が発生し，または発生するおそれがある場合において教育長が必要と認めたとき。 

本 部 設 置      ●災害対策本部設置(安全確保，避難誘導，情報収集，連絡活動，応急対策) 
本部長(校長) 防災主任･防災担当者 教職員 

勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 勤務時間内 勤務時間外 
･直ちに配備につく。 
･迅速に避難誘導さ
せる。 
･各種情報を確認し，
迅速に避難する。 

(二次，三次避難場所
(高台，校舎屋上含
む) 
･気象，交通情報等を
確認し，下校を含め
た安全対策を検討
する。 
･避難者の対応につ
いて 
･防災担当課，教委へ
の報告 

･直ちに学校での配 
備につく。 
･災害の情報，状況
を確認し，必要に
応じた対応を指示
する。(生徒の安否
確認，施設の破損
状況の確認，登校
の判断，避難所開
設等) 
･防災担当課，教委
への報告 
 
 
 
 

･直ちに配備につく。 
･迅速に避難指示す
る。(放送，メガホン
等) 
･一次避難場所の安全
確認をする。 
･本部長の指示で二次
，三次避難場所への
避難を指示する。 
･情報の収集(気象情
報，警報)と教職員へ
の周知徹底。 
･全職員の業務を適確
に指示し，迅速に対
応できるようにす
る。 

･直ちに学校での配
備につく。 
･本部長から指示を
受けた内容を全教
職員に周知する。 

(生徒の安否確認，登
校判断) 
･本部長の指示を受
け，避難所開設準
備をする。 
 
 
 
 
 

･全職員が直ちに配
備につく。 
･防災主任からの指
示を受け，担当業
務に当たる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

･全職員が直ちに学
校での配備につく
。 
･防災主任からの指
示を受け，担当業
務に当たる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＊「宮城県教育委員会災害対策基本要領の一部改正について」(通知)より 

(平成２５年８月３０日付け教育長総務課広報調整班 総第２３７号) 
 
 
 
 
 
 
 

○電話・メ－ル等の通信手段が使えるとき 

 

                 被災状況報告・協議 

 

                    指示・支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

宮城県教育委員会（高

校教育課）（総務課）

（施設整備課） 

 

 

村田町役場（災害対策本部） 

初期対応による報告 

避難所 

開設要請 

 

学校災害対策本部

TEL:0224－83－2275 

 

教職員 

（連絡網） 

 

ＰＴＡ，警察，消防，

保健所，地域団体等 

（連絡網） 

生徒・保護者 

③ 情報連絡体制 
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＜各関係機関連絡先＞ 
 
 
        
○大河原警察署 0224－53－2211  ○村田駐在所 0224－83－2211  
○沼辺駐在所 0224－52－6730 
 
 
 
○大河原消防署村田出張所 0224－83－2408 
 
 
 
○総務課 0224－83－2111   総務課防災班 080－1821－5226 / 080－6009－7003 

総務課危機管理班 090－2956－8845 
○村田町教育委員会 0224－83－2037  
 
 
 
○ミヤコ－バス村田駐在所 0224－83－2044    ○JR 大河原駅０５０－２０１６―１６００ 
 
 
 
○教職員課管理班 022－211－3631 
○高校教育課（教育指導班）022－211－3624 （キャリア教育班）022－211－3625 
            （学校経営・生徒指導班）022－211－3626  
○スポ－ツ健康課 022－211－3662 （学校安全体育班）022－211－3667 
○施設警備課 022－211－3351 
 ＜防災無線＞県立学校人事班 7－220－8－3633 / 管理運営班 7－220－8－3623  
  
 
 
○善積医院（村田）８３－２１７２        ○大河原整形外科クリニック ５１－１５０２  
○高沢外科（校医：船岡）５７－１２３１   ○県南中核病院（大河原）５１－５５００ 
○かわち医院（大河原）５２－３１１５ 
 
 
 
○高沢外科・胃腸科（校医：船岡）５７－１２３１ ○山田医院（村田）８３－２０８８ 
○中核病院村田診療所（村田）８３－２４４５    ○村田内科クリニック（村田）８３－６０６１ 
○平井内科（大河原）５２－２７７７              ○さくら内科（大河原）５３－５１５１ 
 
 
 
○榊原歯科医院（村田：校医）８３－２４１９ 
○大沼歯科（村田）８３－４３９５  
○前田歯科医院（村田）８３－６４８０ 
 
 
 
○水戸眼科医院（大河原：校医）５２－５５１１ 
○いのまた眼科（大河原）５３－１１１３ 
○八木沼眼科クリニック（船岡）５４－１４７２ 
 
  
 
○大河原耳鼻咽喉科クリニック（大河原）５２－８７３３ 
○しばた耳鼻咽喉科クリニック（船岡）５５－３３３４ 
○やすだ耳鼻咽喉科アレルギ－科クリニック（槻木）８６－３３２９ 
 
 
 
 
 
 
 
 

消防１１９ 

警察１１０ 

村田町役場 

公共交通機関 

宮城県教育庁 

外科・整形外科 

内科 

歯科 

眼科 

耳鼻科 
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               ※各種警報情報の収集・学校周辺の安全確認                                                                                          

※１次避難場所は原則として校庭だが，液状化や流動化に

よる地割れ等が生じている場合や暴風雨，噴火の場合に

は，より安全な避難場所に誘導する。 

※引き渡し・下校指導実施可否の判断は，校長が行う。 

                             

 

     

                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一斉下校の条件】 

○情報収集･･･本校の地理的位置を踏まえた学校周辺、帰宅方面地域の災害等の状況を集める。 

○情報発信･･･緊急メール配信システムにより保護者・生徒に随時、迅速、確実に情報を伝える。 

○緊急連絡用カードの活用･･･引き渡し状況の確認と帰宅方面人数の確認をする。 

引 渡 の 実 施 下 校 学 校 待 機 

○引き渡し場所の決定 

   （      ） 

 ○保護者の誘導 

  （副担任） 

 ○保護者の確認と名簿へ記 

録のチェック後に，引き渡 

し（クラス担任） 

 ○引き渡し状況を災害 

   対策本部に報告 

   （年次主任） 

 ○残った生徒の保護 

 ○教育委員会への報告 

   （災害対策本部） 

・保護者が引き取りできない

場合 

・保護者が事前に学校待機を

要望している場合 

・通学路の安全が確認できな

い場合（道路の陥没，建物

の崩壊，崖崩れ，噴火の危

険など）は，学校に留まる

よう依頼 

引き渡しの可否 

＜判断基準＞ 

○災害・気象に関する注 

意報・警報が解除され 

ている。 

○自宅までの交通手段 

に問題がない。（公共 

交通機関，道路状況 

等） 

○遠距離でないこと 

災 害 発 生 

する場合 しない場合 

保護者への連絡（事前確認、メ－ル配信、電話等） 

・引渡すまでは，学校待機 

○待機場所決定 

・第一待機場所(    ） 

・第二待機場所（    ） 

 ○教職員は校長の指揮のもと定められ 

た班に所属して活動する。 

・全体指揮（防災主任），連絡調整（年 

次） 

・情報収集，状況報告（ﾒ－ﾙ，電話等） 

・健康管理，怪我等の手当・必要物品の 

搬入，配付（保健厚生部） 

・水，食料の調達，調理等（生徒指導部） 

保護者への引き渡し 

保護者への引き渡し 

保護者への確認  

  

防災対策本部長への報告 

（３）事前の保護者との確認 

    各学校の非常時下校体制について 

     ・引渡し方法・場所，下校の方法などについて 

・引渡し，下校，学校待機等の保護者の要望 

（４）家庭内での確認事項 

・通学経路について（下校時の経路） 

     ・引渡しの場所 

     ・避難所や家族の集合場所 

・非常時伝言ダイヤル等による連絡方法 など 

④ 非常時下校体制（災害等） 
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宮城県村田高等学校 

緊急連絡用（引き渡し）カード 

年 組 番 生徒氏名  
 

地区： 保護者氏名 
 

現住所 
〒 

緊急連絡先 
自宅ＴＥＬ（          ） 

携帯ＴＥＬ（          ） 

自宅以外の連絡先（名称・ＴＥＬ） 

本校在学の

兄弟姉妹等 
  年  組 年  組 

緊 急 時 の 引 受 人 

（学校に迎えに来る人。保護者以外の人も含む） 

 引受人氏名 電話番号 本人との関係 登校に要する時間 引受確認 

１ 
     

２ 
     

３ 
     

担当教職員 ※ 

引き渡し時期 ※ 平成  年  月  日（ ）  時  分 

引き渡し場所 ※ 校庭  体育館  教室  その他（        ） 

引渡後の連絡先 氏名  ＴＥＬ 
 

備考 

（注）裏面に自宅付近図を記入 
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１ 原子力災害に対する対応 

校内の役割 災害に備えての役割 災害が発生した場合の役割 

 

 

本部長 

(校長) 

○全教職員に対して，災害時の対応につ 

いての役割分担を明確にする。 

○保護者，地域に対し，災害時の学校対 

のもとに各業務にあたるように指示 

応，避難場所について周知徹底を図る。 

○学校原子力災害対策本部を設置す 

る。 

○市町村からの指示に従い，初動体制 

のもとに各業務に当たるよう指示 

する。 

○所管の教育委員会へ随時状況を報 

告する。 

 

副本部長 

(教頭・事務室

長) 

 

○全教職員に対して，災害に備えた体制 

整備と共通理解を図る。 

○保護者，地域に対して窓口となり，周 

知を図る。 

○本部長を補佐し，教職員が迅速，適 

切に活動が行えるように連絡調整

をする。 

○関係機関，報道関係の窓口となる。 

 

避難誘導班 

（主幹・年次主

任・生徒指導部

等） 

 

 

 

 

 

屋内退避 

○学校での屋内退避では，待機場所への 

誘導，指導内容の周知徹底を図る. 

 

避  難 

○避難時，市町村が手配した車両に生徒 

が安全に乗車できるよう誘導する。 

屋内退避 

○教室内へ速やかに退避させる。（窓， 

カ－テンを閉める，換気扇を止め 

る） 

避  難 

○屋内に退避させた後，指定された避 

難所避難誘導する。（手配された車 

両乗降指導の周知徹底を図る。 

 

情報連絡班 

（総務等） 

 

○情報を迅速かつ適確に伝えることがで 

きるように連絡網を作成する。（メ－ 

ル配信含む） 

○情報の入手方法を確認する。 

○避難状況等について保護者の問い 

合わせに対応する。 

○避難している生徒に必要な情報を 

収集する。 

 

救護・衛生 

（保厚部長・養

護教諭） 

○救急用品の確保及び救護体制を整備す

る 

○生徒，教職員に対する的確な救班 

護，応急措置及び健康観察を行う。 

○緊急的に医療行為の必要性が生じ 

た養護教諭は，災害対策本部に連絡 

し指示を受ける。 

配給・物資 

（生徒指導部・

図書部） 

(事務室） 

○物資の保管場所を事前に確認をする。 

○災害時の物資について常備するものを 

村田町担当課と確認する。 

○市町村災害対策本部と連携し，必要 

 な物資の確保と適切な配給を行う。 

 

 

防災主任 

○学校原子力防災計画を作成する。 

○原子力安全に関する学習プログラムを

作成する。 

○本部長の指示のもと，教職員間，村 

田町災害対策本部との連絡調整を 

行う。 

 

⑤ 原子力災害対策本部組織 
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２ 場面に応じた原子力災害への対応（教職員） 

※授業中 

○ 生徒が在校中（授業中・休み時間・放課後）に原子力災害が発生した場合の，避難・屋内退 

避の体制を整備しておく。 

※登下校中 

○ 防災無線や広報車などの放送等をしっかり聞いて指示に従うように，生徒及び保護者に対 

し，事前に周知徹底を図っておく。 

※校外活動中 

○ 原子力施設のある地域での校外学習中の活動時に原子力災害が発生した場合は，施設管理 

者，市町村災害対策本部の指示に従って，生徒の安全を確保する体制を整えておく。 

※休業日(夜間・休日)  

○ 自宅にいた時に災害が発生した場合は，可能な限り避難所へ向かい，生徒の所在を確認する。 

（教職員の自宅が屋内退避対象区域でない場合） 

３ 情報連絡体制 

○ 原子力事業所における事故により，環境への基準以上の放射線物質など異常な事象が発生し

た場合は，事故発生事業者の防災管理者は，直ちに原子力災害対策特別措置法第 10 条 1 項

の規程に基づき，知事・所在市町村長等の関係機関に通知する。（オフサイトセンタ－は災

害時に国，県，市町村，原子力事業者等が集まり，災害対策を行う拠点施設） 

 

○ 原子力災害発生時には，原子力災害合同対策会議を設置し，情報共有，意思統一を図り，迅

速・的確に緊急事態応急対策を検討・協議・決定する。 

 

○ 市町村が定めた避難計画等により，事故のレベル，風向きなども考慮して避難措置を行う。 

 

○ オフサイトセンタ－から受けた情報は，あらゆる広報手段で地域住民に伝える。 

 

○ 学校独自の判断で対応せずに市町村災害対策本部の指示に従って行動する。 

 

○ 学校において緊急的な医療行為等の対応が生じた場合は，市町村災害対策本部に連絡し，そ 

の指示を受ける。 

 

避  難 

市町村災害対策本部からの指示により，市町村が準備した車両によって，放射線被ばくを低減でき

る指定された避難場所へ移動すること。 

   

 

屋内退避 

市町村災害対策本部からの指示により，教室等の屋内退避することにより，放射線の防護を図るこ

とができる。 

 

学校では，屋内退避の指示が発令された場合は児童(生徒)を速やかに教室等に避難させ，窓，カ－

テンを閉めるなど次の指示がでるまで教室等で待機させる。 
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 平成 2９年１２月６日(水)現在 

                              非常災害用物品（生徒会館）   

物品 数量 使用期限 保管場所 

【食料】 

カンパン１２０個   

カロリーメイト※ＰＴＡ予算から 

非常食（ﾄﾞﾗｲｶﾚｰ）   

ビスケットバー  

みそ汁  

【飲料水】 

北アルプス保存水(500㎖)   

１２年保存水(500㎖) 

山梨県甲州の5年保存水(500㎖) 

【毛布・ブランケット等】 

毛布 

ブランケット  

レスキューシート  

スーパーソフトフリース  

【発電機】 

発動機（ヤマハ）  

【投光器等】 

投光器   

懐中電灯   

ＬＥＤランタン  

【簡易トイレ】 

簡易トイレ 

【暖房器具】 

石油ストーブ（コロナ）  

トヨストーブ 

【その他】 

マスク  

超立体  

手洗用石鹸 

部屋用殺虫剤（蚊取りミスト）  

ミューズ薬用ハンドジェル  

携帯カイロ  

 

 

（５箱） 

３６０個 

２００個（５０×４箱） 

１５０個 

２００食（２００×１箱） 

 

２４本×１０箱  

２４本×１２箱 

２４本×４箱 

 

２７０枚（２７箱） 

８４枚（７箱） 

４０枚（１箱） 

１２着 

 

１台 

 

１台 

１２個（６×２箱） 

４個（１箱） 

 

３００個 

 

９台（２台＋体育館７台） 

４台  

 

２４，０００枚（１０箱） 

マスク２０枚（１箱） 

１２０個（４箱）  

１６個（１箱） 

６００本（３０×２０箱） 

４８０個（２箱） 

 

 

【期限：2021.8】 

【期限：2020.12.20】 

【期限：2023.３.１】 

【期限：2018.10】 

【期限：2022.９.30】 

 

【期限：2018.7.3】 

【期限：2030.2.9】 

【期限：2021.11.17】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２Ｆ 

２F 

２F 

２F 

２F 

 

２Ｆ 

２Ｆ 

２Ｆ 

 

２Ｆ 

２Ｆ 

２F 

２F 

 

倉庫 

 

倉庫 

２F 

２Ｆ 

 

 

 

２Ｆ 

２Ｆ 

 

２Ｆ 

２Ｆ 

２Ｆ 

２Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

 

※食料の購入先は、ミドリ安全宮城（株）仙台営業所と有限会社シンカイであり、使用期限を考慮して、

随時更新している。 

 

 

⑨ 村田高校備蓄品 
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第２編 風水害等災害対策編   第１章 災害予防対策  第１１節 避難収容対策 から 

 

第２ 避難所の確保 

町は，災害により住居を喪失した住民等を収容するための避難収容施設をあらかじめ選定，確保 

し，整備を図る。 

   この場合，避難収容施設は原則として公共建築物とし，停電，断水，ガスの供給停止などの事態 

に耐えうる施設とする。なお，町は避難場所を指定し，位置や避難にあたっての方法を住民に周 

知する。 

 

（避難所開設場所：通常時） 

 ・村田高等学校―（収容地区名）本町・本郷・荒町・内町・石生 

         （収容可能人員）１，２００人 

（建物面積）１１，３０６㎡ 

（土地面積）６８，８０１㎡ 

（避難所開設場所：大雨・洪水時） 

 ・村田高等学校―（収容地区名）沼辺南・沼辺北・寄井・千塚・沼田・関場 

         （収容可能人員）１，２００人 

２ 避難所の管理 

 

町は，以下の措置を実施する。 

①避難所の管理責任者をあらかじめ定める。 

②避難所の運営に必要な資機材等をあらかじめ整備する。 

③避難者数を想定して，必要最小限の水，食料，毛布等の備蓄に努める。 

④運営に必要な事項についてあらかじめマニュアル等を作成する。 

⑤学校等教育施設を避難所として指定する場合は，あらかじめ当該施設の管理者及び施設を所管する 

教育委員会等と使用する施設の区分（校庭，体育館，教室等の個別指定や使用順位等）や運営体制 

等について十分に協議し，災害時及び災害復旧後の教育活動が速やかに正常化へ移行できるよう努 

める。 

⑥指定した避難所については，施設・設備や周辺地域の状況の変化を調査して，定期的に避難所とし 

ての適性について当該施設の管理者等と検討を行い，避難機能の整備充実に努める。 

⑦高齢者，障害者等の災害時要援護者が安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を必要に応じ 

てあらかじめ指定する。 

 

■教職員が避難所支援にあたる場合の基本（※兵庫県教育委員会参照） 

○ 避難所支援にあたる教職員を固定せず３人以上のチームを複数編成する。 校長の指示の下、教頭・

防災主任が中心になり

チーム編成を行う。柔軟

に対応できるように情

報収集を確実に行う。 

・教職員の健康等に配慮して、避難所支援する教職員を固定しない。 

・突発的な対応を備え、３名以上のチームとする。 

○ 避難所運営上の特記事項や避難者で決めたルールなどの決定事項を引き継ぐ。 

・チーム内で記録係を決め、必ず記録を引き継ぐ。 

・休憩は時間を決め、チームの交代も計画的に行う。 

○ 自主防災組織による運営ができるよう側面から支援する。 

・自治会等の自主防災組織による運営ができるよう、組織確立に向けた支援を行う。 

⑩ 村田町地域防災計画（平成２３年３月） 

「学校安全・防災教育担当

者会」の実施 

＜参加機関＞ 

○村田町総務課危機管理監 

○村田町教育委員会 

○村田・沼辺幼稚園 

○村田・第二小学校 

○村田第一・第二中学校 

○宮城県村田高等学校 

■開催 年４回 

■目的 情報交換、地域連

携防災教育の推

進、防災授業づく

りの計画・実践。 

 

非常時の連携体制構築 
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⑧ボランティア活動が，円滑に行われるようあらかじめ準備する。 
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２９ 
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平成２９年度防災避難訓練実施計画 
 

１．目的 

   地震火災などの緊急事態が発生した場合、生徒の身体生命の安全をはかるため、避難訓練を実施

し、実際の場で冷静に適切な行動をする習慣を身につけさせる。 

 

２．訓練実施要領 

春季の場合  

１）実施日 ６月９日（金） ６校時後 １４：５５分頃（短縮Ａ） 

２）想定 大規模地震が発生。調理室より出火、炎・煙が広がり危険な状態なので緊急避難

の必要がある。 

３）避難場所 第一グラウンド（雨天時 体育館） 

４）避難経路  別紙参照 

５）校内放送 「（非常ベル）これは訓練です。ただいま地震が発生しました。生徒は先生の指

示に従って下さい」 

「（非常ベル）ただいま火災報知機が作動しました。現在確認中です。避難準備

をし、待機して下さい。」 

「訓練火災発生。訓練火災発生。ただいま３Ｆ調理室において火災が発生しまし

た。生徒は先生の指示に従ってグラウンドへ避難して下さい。」 

秋季の場合  

１）実施日 １１月７日（火） ６校時後 １４：５５分頃（短縮Ａ） 

２）想定 食堂より出火，炎・煙が広がり危険な状態なので緊急避難の必要がある。 

３）避難場所 第一グラウンド（雨天時 体育館） 

４）避難経路 別紙参照 

５）校内放送 「（非常ベル）これは訓練です。ただいま火災報知機が作動しました。現在確認

中です。避難準備をし，待機して下さい。」 

「訓練火災発生。訓練火災発生。ただいま１Ｆ食堂において火災が発生しました。

生徒は先生の指示に従ってグラウンドへ避難して下さい。」 

 

  ６）係分担 

企画 河村 進行 佐々木 計時 小川 本部 教頭 拡声器 事務 記録 千葉 

事前指導 ＨＲ担任 避難誘導 ６校時授業担当者 放送及び非常ベル 事務室 

通報訓練 事務室（模擬１１９番通報…消防署に確認） 

        

  ７）集会の流れ 

 ①避難場所に集合、各クラス出席番号順に１列で整列、人員点呼（ＨＲ担任）・報告 （教頭） 

     「○年○組、在籍○○名・欠席○名・現在人数○○名・不明○名」（報告：男女不問） 

  ②教頭より講評 

    ③防災主任より弾道ミサイル落下時の行動について 

  ８）注意事項 

    □授業担当者は「何も持たず、上履きのまま校庭に避難します」、「移動時は、話をせず、ゆ

っくりしないで迅速に避難しなさい」「有毒ガスの発生も予想されるので、ハンカチ等を口

にあてなさい」と伝える。 

    □授業担当者は最後に教室の電気を消し、ドア・窓を閉める。 

    □授業担当者以外は、生徒の避難経路に移動し（３階中央階段、２階中央階段、東階段、西階

段、北階段、昇降口、その他）、避難誘導を援助する。生徒の避難完了後、不明者がいた場

合はトイレ等を確認する。 

    □生徒入室前に保健厚生部により、生徒昇降口に濡れ雑巾を準備しておき、上履きの泥を落と

してから校舎内に入る。 

    □雨天時は体育館に避難。今回の避難訓練では整列と人員点呼を迅速に行動させるため、上履

きは体育館入り口に置かずに手に持ったまま入場する。（地面接地箇所を会わせた状態） 

このことは生徒に事前に伝えておく。 

資料：防災避難訓練の実施計画 
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見知らぬ人には声がけを行う 

■不審者かどうか 

・声をかけて、用件を尋ねる(挨拶する)。 

①用件に答えられるか。また、正当なものであるか。 

②職員に用事があるのか。 

③氏名、所属等が答えられるか。 

・不自然な場所に立ち入っていないか。 

・不自然な行動や暴力的な態度はみられないか。 

・凶器や不審なものを持っていないか。 

 

 不審者侵入   

 ↓   

 不審者かどうか 

※警備を含め３人以上で対応する。 

※来校の理由がある。 

→事務室で確認、受付後に案内する。 

 ↓   

来校の理由がない   

 ↓   

 退去を求める   

・言葉や相手の態度に注意しながら、丁寧に退去するよう説得する。 

・身を守るために相手から１m～1.5m 離れる。 

・次のような場合は、不審者として１１０番通報する。 

①退去の説得に応じない。 

②暴力的な言動をする。 

・一旦退去しても、再び侵入する可能性もあるので、校外に退去したことを見届ける。また、対応した職員

は、しばらくの間その場に残って様子を見る。 

生徒への対応 

○状況により生徒に逃げるよう指示するなど、生徒の安全確保を最優先する。 

○不審者と生徒の中に入り、生徒を出口に近づけることを考える。 

○不審者と生徒の間に入り、生徒には離れないように指示する。 

○不審者が複数のときは壁（出口）を背にする。 

  ↓   

  再侵入   

  ↓   

  隔離・警察通報   

・危害を加える恐れがある場合→暴力行為阻止・説得 

・凶器を持っていない場合→別室に案内し、隔離する。    ※警備を含め３人以上で対応・説得する。 

     

■１１０番通報  

・落ち着いて不審者の様子・容姿や位置、被害の有無について知らせる。 

（例）●「村田高校内の○○○（場所）に男が侵入し暴れています。」 

●「男はナイフを所持しています。」 

●「教職員○名が男を会議室に隔離し、その他教職員は、現在避難を行っております。」 

●「ナイフで切りつけられた者が○○名おります。」 

 

マニュアル詳細 

https://www.bing.com/images/search?q=%e3%82%a4%e3%83%a9%e3%82%b9%e3%83%88+%e7%84%a1%e6%96%99+%e4%b8%8d%e5%af%a9%e8%80%85&view=detailv2&&id=53295A74EF0C29FEF50D56387E66C4B3494A0E4A&selectedIndex=12&ccid=YDYEiHLa&simid=608050654718724332&thid=OIP.YDYEiHLaPWqsbEWRbWaa2QB_Cy
https://www.bing.com/images/search?q=%e3%82%a4%e3%83%a9%e3%82%b9%e3%83%88+%e7%84%a1%e6%96%99+%e5%85%88%e7%94%9f&view=detailv2&&id=9AF9253BE01E95985804596118E354EFA24FA30B&selectedIndex=188&ccid=BdXzr9mt&simid=608036446961598654&thid=OIP.M05d5f3afd9adb51dc63d4a820c0558a7o0
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